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個別報告論文 [359J 

肥料養分の動態を考慮した環境保全型畜産経営モデルの構築

一間山県笠岡湾干拓地を事例として一

1.はじめに

向山県笠締湾干拓地内では，施肥基準を大幅に超

えるたい肥が，畜産農家の自作地，粗鋼料基地に数

布されている.その結果，たい11巴に含まれる肥料養

分(笠索・リン酸・ヵワ)が土嬢へ過剰に蓄積して

いる.土壌へ過剰に蓄積した肥料養分は，作物の生

育障害を引き起こすだけでなく，降雨11寺に近隣河川，

j毎号事へ流出し，水質汚染の一悶ともなっている

この様な肥料養分による環境負荷を防止する為に

は，まず，たい1mの数布を止め，土壌へ過剰に蓄積
している肥料養分を土壌中から持ち出す必要がある

更に，過剰肥料養分持ち出し後は，作付け作物が必

姿とする肥料養分のみを投入することが必姿となる.

本研究では，笠岡湾子拓地内の畜産農家を対象と

して， この様な肥料養分による環境問題を解消する

為，①土壌から持ち出す必姿がある過剰肥料養分の

計測，号環境保全型蕩産経営モデルの構築，③過剰

肥料養分持ち出し後における資産経営モデ、ノレの構

築，に関して分析を行い，環境及び経営的に持続可

能な斎産経営のあり方を考察する.

竹内重吉(岡山大学大学院)

駄問弁久(岡山大学農学部)

佐藤豊信(岡山大学農学部)

120 ha，震i芸部門:約 170ha，粗飼料基地:約310ha

となっている.現在，干拓地内では5戸の肥育農家

により約 3，000頭， 12戸の酪農家により約 2，300頭

の牛が飼育されている目本研究では，千妬地内の酪

農家において，大規模経営と小規模経営である麟農

家2戸を対象とし分析を行った.これらの代表的な

酪民家における分析結果は，他の酪段家へ反映でき

ると考えられる.対象良家の概要は表 lに示す.

現在両農家は，たい11巴のj奴売は行っておらず，農

家Aは， 自作地へ44ドに 1度 23t/1O a21，農家Bは

毎年， 自作池へ24t/10 a，借入している粗鋼料基地

へ6t/1O aのたし、;犯を散布している この様に，雨農

家は施1m基準以上のたい肥を農地へ散布しておりへ
その結果，土壌へ肥料養分が過剰に~*J{f している

3.土壌から持ち出す必要がある過秦IJ肥料養分の計測

環境問題の根本的な解決の為には，土壌へ過剰に

蓄積している肥料養分を持ち出す必要がある.そこ

で，対象農家におけるこt壌診断結果に基づき，こi二壌
から持ち出す必要がある過剰燃料養分践を計測した.

その結果，農家Aの自作地における過剰肥料養

2盆対象地域・対象農家の概要 分設は，カリ 970kg!10 a，農家Bの自作地は，リ

笠岡湾干拓地の全農地面積は約 800haであり， ン酸2，660kg!lO a，カリ 4，060kg!10 a，組館料基地は，

その内訳は，畜産部門:約 170hal)，耕種部門:約 リン酸 150kg!lO a，カリ 222kg!10 aであるl)

表 1.対象農家の概要

経i!f牛 米経産主!二 育成牛 E生地 (ha) たし、RE
総長

(頭) (頭) (皇賞) (頭) 京l飼料基地[ 利用手段自1'1'封也

農家A 46 戸D 19 70 10 。l 農地へ散布
農家B 200 30 120 350 10 25 l共蜘へ散布

同検JJ巴舎利用

注:各長芸家は自身の推肥会で家主著糞尿を堆REイヒし，長室地へ散布・共向堆肥会へ搬出している

(45 ) 
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4. 1景境保全型苔窓経営モデルの構築

前述の2戸の酪農家を対象に，線形計画法を用い，

環境保全型畜産経営モデルの構築を行った(以下，

モデルIとする).利益係数・技術係数等に関しては，

ヒアリング調査結果を基に計測した.

まず¥環境保全型経営が持続可能である為には，

農家が経営的に成立する必婆がある.その為，モデ

ノレの目的関数は，畜産農家における農業所得の最大

ロ的関数

maxJ = [(Rk Ck)Qk十Pλ]一[C;Q;+ C7 + FsQs + 
F"Q" + Cs + C] …(農業所得) 一(1)

制約式

A =A …(農地制約)・・(2)

LミLS十Lt+La+L;， ... (労働制約) •• '(3) 

TDN = TDN
k 
+ TDN

a 
••• (TDN制約)・ (4)

T z T11 …(環境制約)…(5)

T;， = ~ + T2 ・・・ (たいJJ巴絞売i!，U約)…(6) 

Q; + Q，，u ... (育成II二飼養頭数) •• '(7) 

Rh z 経産牛の粗収入/磁，C
k
経産牛の変動車'/頭，

Qk =経産牛の飼養頭数，F
t
=たい肥販売価格/t，

71zたい肥販売盆， C3=育成牛の変動資/頭，
Q;=育成付ニの飼主主頭数 C

t
立たい肥生産費/t，

T=たい肥生産設，F=購入組飼料姉格/t，

Qsz粗館料購入量，F" = 1¥1寺入濃厚飼料価格/t，

Q" =濃厚飼料購入量， Cα=飼料生産i{;!UIOa， 

C=間定資，A =農地部f1tr， A =飼料作付け関'f:ll1，

L=自家労働fJ寺間，L.=飼養牛管理労働時間，
Lt zたい肥生産労働時間， LGz飼料生産労働時間，

LI11たい肥販売労働時間，TDN
k 
= 購入飼料TDN，

TDN =必要TDN量/頭，TDN出自給飼料 TDN，

~立子拓地内たい肥販売量， αz 育成牛付随率，

T
2 
= 干拓:l1l!.外たいJJ~販売量

化とした[(1)式J.制約には，農地制約，労働制約，

TDN制約，環境制約，たい肥販売制約を設定した

((2) ~ (6)式J.プロセスには，経産牛・育成牛飼

養，たい肥生産，飼料生産，銅料購入，たい肥販売

を設定した.

現在，畜産農家は約 7，000円/tのコストをかけて，

家畜糞尿を堆肥化している. しかし，土壌中に過剰

肥料養分が蓄積している農地へたい慨を散布する

ことは不可能でトある.そこで，たい胞はすべて経営

外〔干拓地内耕稜・園芸農家，及び干拓地外車IF種農

家(10km関内)Jへ絞売することによって 5) 環境

負荷を防止する環境制約 (5)式を設定した.

そして，販売促進の為，販売時に畜産農家による

輸送・散布サービスを行うものとした 6) 干拓地内

耕種・菌芸農家へのたい肥販売に関しては，現在の

作付け状況に基づき，販売可能な量・時期を制約と

して設けた 7) (たい肥販売制約 (6)式J.

また，過剰肥料養分が蓄積している民地において，

宣言料生産を行うことにより，縞物体の収穫部分に吸

収された肥料養分相当を，土壌やから持ち出すこと

がl可能となる.その為，農地をすべて飼料生産へ利

用し，土壌をど改善する農地制約 (2)式を設定した 8)

過剰肥料養分を持ち出す作目として，現在作付け

されている作協を選択し農家Aは牧草生産を，

農家Bは2期作のトウモロコシ生産を行う.

5.分析結果

雨農家共に，環境制約により，農地へのたいJJ巴散

布が不可能なため，生産するたい胞をすべて経営外

へ販売する必要がある(表 2).その為には，新た

にたい胞の輸送・散布へ労働力が必要となり，現在

の飼養頭数を減少させる必要がある(鴎1).

表2.モデル iにおける作付面積・たい肥販売量・環境改善効果

1'1'付在百積 たい肥競売主主 潔境改号事効果

現状 モデノレ 干拓地内
ニft石地タト 経営外へ 童話料生産による過剰

(10km圏内) たい胞を販売 肥料養分の持ち出し

E芸家
10 ha 78 t 537 t 

カリ
10 ha (化学肥料 (1， 6月12t， 3月14t， (1， 3月37t， 5， 6月

A 
りン自主1.4t使用) 9 A 40t) 60 tその他の月 43t) たい肥の過剰j 土壌

30 kg!10 a 

農家
480 t 2，334 t ワン酸

35 ha 35 ha 0， 6月76t， 3月 0， 3， 6月177t，9月
負荷を妨iと

22 kg!10 a 
B 

88 t， 9 A 240 t) 91 tその他の月 214t) カジ 36kg!10 a 

( 46 ) 
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(単位:M:)

差是家A:現状

至急室主Aモデル

援護:;:B:現状

塁塁言宗8モデル

50 100 150 200 250 300 350 目。

図1.モデル lにおける飼養頭数の変化

(議位:万門)

長室言宗A現状
ロ鈎塁率牛所得

塁塁室主Aモデル

E警察B:現状

長室望~B モデル

200 400 600 日 1000 1200 1400 

(単位.万円)

幾家A:現状 ロ鈎害警牛所得

長室家A:モデル

農家8・現状

農家B同モデル

o 400 800 1200 1600 2000 

関3.モデル11における農業所得の変化

分析を行った.

この場合，たい犯販売の翰送・散布労働へ雇用労

働力を利用することによって，室谷産農家は自家労働

力を飼養牛の管理へ投入することが可能となる.

結果として，現在の飼養頭数を維持しつつ，経営

外へのたい腿販売が可能な為，現状と比較して農業

所得が増加する(関 3，表3)

図 2. モデル iにおける農業所得の変化 このケースでは，良家Aは約 900円/t，農家B

は約 1，0001勺Aまでたい肥販売価格を低下させても，

しかし，飼養頭数の減少による所得減少分を，た 現在の所得維持が可能である.また，阿農家は雇用

い11日販売収入で補うことが可能である. その結果， 労労，食として， 2，7叩00円/hまでで、f最泣大|限仮支払うことがで

現主在Eとほぼ向水i準守の所所‘得務新維u持守が可能となる (図 2幻) きる刊川)

炭家Aは現状より所得が9%.増椴虫加口するが， 農家B

では現状より 5.5%減少する 9)

この場合，経営外へのたい11巴奴売を促進する為に，

農家Aでは約 1，船O門Aまでたい総販売価格安低下さ

せても，現在の所得水準を維持することが可能である.

6. たい肥販売において雇用労働力を利用した場合

前述の様?こ，環境保全型経営へ移行後は，絞営

外へのたい肥販売に新たな労働力が必要となる為

に，鵡養頭数が減少する.そこで，経営外へのた

い肥販売において，雇用労働力 (800円治)が利用

可能となったケース(以下，モデルEとする)の

7.過剰肥料養分持ち出し後における膏度経営モデ

ルの分析

環境保全型経営への移行によって， 1史家Bが利

用する粗飼料墓地では， 6年間で過剰肥料養分の持

ち出しが終了し， 7年目からはたい11[';散布が可能と

なる.そこで，過剰肥料養分持ち出し後における経

営モデル(J;J，下，モデル監とする)の分析を行った.

プロセスとして，たい胞を適正量科用

するたい肥利用飼料生産と，作物が必要とする肥

料養分を化学肥料で供給する化学肥料利用飼料生

産を設定した.

表 3. モデル11におけるたい肥販売量・月別雇用待問・雇用人数

! たい惚販売長

i干拓地内|干拓地外川m閣内)
i 用人数

万別庭用時間 iてナご?
1 (人年)

淡家AI 78 t I 590 t L6月55時間， 3月561時間， 9月69時間，その他の月 49時潤 0.2人

及家BI480t I 抑制 1， 6月加時間， 3 Jl即時間， 9月制時間，その他の月 m 時間1.2人

注:震JIl1人につき， 8 [時跨/臼， 25尽/月， 12ヶ月/年，出動するものとして，震用時|習を雇用人数に換算した。

( 47) 
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表4. たい肥の連年施舟による環境負荷を考慮した

施把量の推移

単位:kg/10 a 7年目 8年目 9年目 10年目 11年目

すこし、1巴 2，000 2，000 2，000 2，000 1，600 

投 室三長 30 25 22 20 20 
入 化学
五を 肥料

ザン盟主 8 2 

カリ 6 

出所:三表者が作成 法.トウモロコシの場合

1年目 2年自 3年目

単位:
kg!10a 

u
r
u
-
-
K
 

N

N

N
一

N

il : 1) Nu 有機態2霊祭滋， T:たい)]巴投入1it.s:窒素
含有率1.04%，Nm:無機態窓索:ll:， y:後楽分

解不30%，Nk:過剰無機態蜜索盆， Ns 作物吸

収重宝索1ft
Nu=T x担， Nm = Nu x y， Nk = Nm -Ns， 

Nu' = Nu Nm 

2) T，告に関しては現地の数値を，その他の数値に

関しては文献立]から引用した，

出rfr:文献 [3Jより作成

結果として，過剰肥料養分持ち出し後は，すべて

経営外へ販売していたたい胞の内，約500t(J約 18%)

を飼料生産へ科用し，経営外へのたい肥販売量が減

少する.そのことにより，たい胞の輸送・散布に投

入していた労働力を，銅養牛の管理へ利用すること

が可能となる.その結果，師養頭数が増加し(モデ

ル Iより約 2%増加，経産牛 182頭餌養)，現在の

所得水準を維持することが可能となる

たい胞を利用した飼料生産を行う場合，連年施用

による環境負荷を考慮する必要がある為(閣の，

環境負荷を考慮、した，たい肥，化学肥料の投入量は

表4の燥になる.

8. まとめ

本研究では，向山県笠街]湾干拓地内の酪農家を対

象とし，肥料養分による環境負荷を考慮した環境保

全型畜産経営の構築を行った.分析結果から以下の

知見を得た.

環境問題を解決する為には，①過剰肥料養分が蓄

積している農地へたい慨を散布することは不可能で

あり，たい肥はすべて経営外へ販売する必要がある.

また，②土壌中の過剰肥料養分を利用した飼料生産

を行い，土壌を改善する必要がある.その結果，①

②より環境負荷を防止することができる.過剰)J~料

養分持ち出し後は，適正塗のたい肥を飼料金三産へ利

用することが可能でトある.

経営外へのたい肥奴売に関して，農家が労働力を

負担し，輸送・敬布サービスを行う場合，銅養頭数

が現在より減少するが，鼠養頭数の減少による所得

減少分を，たい肥販売収入で補うことが可能な為，

現在とほぼ同水準の所得維持が可能である.更に，

Tこい )J~販売へ雇用労働力を利用することにより，現

在の飼袋頭数を維持しつつ，たい犯の販売が百J能と

なる為，農業所得が増加する.

また，tこい肥販売価格を低下させたケースを分析

し販売促進の可能性を検討した.その結果，農家

はたい肥を 2，000円A以下で販売した場合も，現在

の所得維持が可能であることを切らかにした.

今後は， IJ巴脊段家を含めた分析を行‘い，干拓地内

の斎産農家全体を対象とした環境保全型経営モデノレ

を検討する必要がある.

j主 1)牛舎等施設の面積を含む.

2) 牧京を 4年に 1m'更新する為

3) I向山県総料作物の施肥基準は，約 3t/lO aである.

4)過剰無機態、窓索は，すべて地下水へ溶脱する為，

ニヒ猿から持ち出す対象はりン鮫・カりである.

5) たい)j巴販売iilli格は，干拓地内滋i!i'tl実家における庭

先販売悩格の平均値2，700丹Aとした，

6) たい)]1':の輸送コストは，干拓地内へ販売する場合

は，近距離のため考慮せず，二円石緒的ト(10km関内)

の場合は，往復20kmに相当する輸送コストを設

定した.たい胞の散布時間は，散布機・たい肥の搬

入・搬出を含めて 1時間/lOaを要するものとした.

7) 対象農家における販売割当監は，干拓地全体のた

い日巴生産量に市める，対象後家のたい肥生産登の

割合に応、じて設定した.

8) き宣言葉肥料に関しては，土壌中の有機態霊童索から分

解された無機態窒芸誌を利用する. また，~家 A は

リン畿を化学肥料で篠うものとした.

(48 ) 
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9)農家Bでは，搾乳作業における労働力削減の為に，

大規模な間定資本投資を行い，ミノレキングノfーラー

を導入している.その為，経営費に占める固定費

の都合が大きく，宣言養牛から得られる所得が大幅

十こ減少する

10)たい肥販売価格2，700円Aの場合
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